
 

経済産業省関係産業競争力強化法施行規則（平成 26年経済産業省令第１号） 

第７条第１項の規定による証明に関する申請書 

令和 7 年 7 月31 日 

立 川 市 長  殿 

申 請 者  住 所  立川市泉町1156-9                     

電話番号   042-523-2111                    

氏 名
ふ り が な

    立川
たちかわ

 創
はじめ

                      

生年月日   S54 年  4 月  1 日 (  男 ・ 女  ) 

産業競争力強化法第 128 条第２項に規定する認定創業支援等事業計画に記載された同法第２条第 34 項

に規定する特定創業支援等事業による支援を受けたことの証明を受けたいので、下記のとおり申請しま

す。 

記 

１．支援を受けた認定特定創業支援等事業の内容、期間 

区分 講座名・事業名 支援機関 種 類 期 間 

経営 ステップアップセミナー 多摩信用金庫 
□創業塾   ■セミナー 

□個別相談 □その他 

 令和 ７年 ６月 27日 ～ 

 令和 年 月 日（1回） 

財務 ステップアップセミナー 多摩信用金庫 
□創業塾   ■セミナー 

□個別相談 □その他 

令和 7年 7月  3 日 ～           

 令和 年  月   日（１回） 

人材 

育成 
個別相談 多摩信用金庫 

□創業塾   □セミナー 

■個別相談 □その他 

 令和 7年 7月 10日 ～               

 令和 年 月 日 (1回） 

販路 

開拓 
個別相談 多摩信用金庫 

□創業塾   □セミナー 

■個別相談 □その他 

 令和 7年 7 月  17日 ～ 

 令和 年  月 日（1回） 

２．設立する会社の商号（屋号）・本店所在地 

・商号（屋号） 株式会社 はじめ商事                                      

・本店所在地   立川市泉町 1156-9                             

３．設立する会社の資本額     30   万円 （会社の場合） 

４．事業の業種、内容            小売業 (〇〇の販売)                            

５．事業の開始時期    令和 ８ 年  ４ 月  1 日 

※２～５は、認定特定創業支援を受けて設立する会社、新たに開始する事業の予定について記載してください。既に

事業を開始している場合は、その内容について記載ください。 

 

立産産第        号 

令和  年  月  日 

 申請者が上記の認定特定創業支援事業による支援を受けたことを証明する。 

立川市長  酒井 大史  印  

有効期限 令和  年  月  日まで    

  

【留意事項】新たに開始する事業が、公の秩序または善良の風俗を害するおそれがあると認められた場合には、

この証明書は無効となります。 

記 入 例 

市記入欄 

✦申請者本人の個人の情報を記入 

（法人設立の場合は、代表者になる個人） 

✦氏名欄にふりがなを記入 

✦個人の生年月日を記入 

✦性別はどちらかに○をつける 

 

✦ 立川市     

✦ 立川商工会議所 

✦ 多摩信用金庫  

✦ 西武信用金庫 

のいずれかを記入 

✦これから開業する場合は 

開業予定日を記入 


